
○ 資金移動業者に関する内閣府令（平成二十二年内閣府令第四号） 

 
 

改  正  後 現     行 
別紙様式第19号（第34条第1項関係） 

（日本工業規格Ａ４） 
 

(略) 
 

（第２面） 
 

年    月    日から 

第１     第     期                                事業概況書 

年    月    日まで 

 
１ (略) 

 
２. 営業所の増減 

区     分 前 期 末 当 期 末 増減（△） 

営 業 所    

計    

  
（記載上の注意） 

事業年度の期間が４月１日から翌年３月 31 日までの間である資金移動業者が、資金決済に関する法律

（平成二十一年法律第五十九号。以下「法」という。）第 54 条第１項の規定に基づく当該事業年度の業務

報告書をその登録をした財務（支）局長に提出している場合には、記載を省略することができる。 
 
３ (略) 

 
（第３面） 

 
４．資金移動業の状況 

年間取扱件数（件）  

年間取扱金額（円）  

１件あたりの平均取扱金額（円）  
 
（記載上の注意） 

事業年度の期間が４月１日から翌年３月 31日までの間である資金移動業者が、法第 54条第１項の規定

に基づく当該事業年度の業務報告書をその登録をした財務（支）局長に提出している場合には、記載を省

略することができる。 
 
５ (略) 

第２ (略) 

 
 

別紙様式第19号（第34条第1項関係） 
（日本工業規格Ａ４） 

 
(略) 

 
（第２面） 

 
年    月    日から 

第１     第     期                                事業概況書 

年    月    日まで 

 
１ (略) 

 
２. 営業所の増減 

区     分 前 期 末 当 期 末 増減（△） 

営 業 所    

計    

  
（新設） 

 
 
 
 
３ (略) 

 
（第３面） 

 
４．資金移動業の状況 

年間取扱 件数（件）  

年間取扱金額（円）  

１ 件あたりの平均取 扱金額（円）  
 
（新設） 

 
 
 
 
５ (略) 

第２ (略) 
 



○ 資金移動業者に関する内閣府令（平成二十二年内閣府令第四号） 

 

改  正  後 現     行 
別紙様式第20号（第34条第1項関係） 

（日本工業規格Ａ４） 
 

(略) 
 

（第２面） 
  

年    月    日から 

第１     第     期                                事業概況書 

年    月    日まで 

１ (略) 

 
２. 営業所の増減 

区     分 前 期 末 当 期 末 増減（△） 

営 業 所    

計    

  
（記載上の注意） 

事業年度の期間が４月１日から翌年３月 31 日までの間である外国資金移動業者が、資金決済に関する

法律（平成二十一年法律第五十九号。以下「法」という。）第 54条第１項の規定に基づく当該事業年度の

業務報告書をその登録をした財務（支）局長に提出している場合には、記載を省略することができる。 
 
３ (略) 

 
（第３面） 

 
４．資金移動業の状況 

年間取扱件数（万件）  

年間取扱金額（百万円）  

１件あたりの平均取扱金額（円）  

 
（記載上の注意） 

事業年度の期間が４月１日から翌年３月 31日までの間である外国資金移動業者が、法第 54 条第１項の

規定に基づく当該事業年度の業務報告書をその登録をした財務（支）局長に提出している場合には、記載

を省略することができる。 
 
５ (略) 

第２ (略) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式第20号（第34条第1項関係） 
（日本工業規格Ａ４） 

 
 (略) 

 
（第２面） 

 
年    月    日から 

第１     第     期                                事業概況書 

年    月    日まで 

１ (略) 

 
２. 営業所の増減 

区     分 前 期 末 当 期 末 増減（△） 

営 業 所    

計    

 
（新設） 

 
 
 
 
３ (略) 

 
（第３面） 

 
４．資金移動業の状況 

年間取扱件数（万件）  

年間取扱金額（百万円）  

１件あたりの平均取扱金額（円）  

 
（新設） 

 
 
 
 
５ (略) 

第２ (略) 



○ 資金移動業者に関する内閣府令（平成二十二年内閣府令第四号） 

 

 

改  正  後 現     行 
別紙様式第21号（第35条第1項関係） 

（日本工業規格Ａ４） 
 

 (略) 
 

（第２面） 
２．未達債務の概況 
(1) (略) 
(削る) 
 
 
 
 
 
 
 
(2)、(3) (略) 

 
(略) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式第21号（第35条第1項関係） 
（日本工業規格Ａ４） 

 
(略) 

 
（第２面） 

２．未達債務の概況 
(1) (略) 
(2) 為替取引の金額別内訳 

 
 
 
 
 
 
 

(3)、(4) (略)  
 

(略) 
 

 （件数） （％） （残高） （％） 
１万円以下     
１万円超 10 万円以下     
10 万円超 50 万円以下     
50 万円超 100 万円以下     
合  計     


